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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 
平成25年度第３四半期
連結累計期間

平成26年度第３四半期
連結累計期間

平成25年度

 
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

経常収益 百万円 18,915 18,406 24,485

経常利益 百万円 4,367 3,731 5,226

四半期純利益 百万円 2,433 2,255 ─

当期純利益 百万円 ─ ─ 2,756

四半期包括利益 百万円 2,915 7,266 ─

包括利益 百万円 ― ─ 3,655

純資産額 百万円 60,217 66,804 60,434

総資産額 百万円 1,448,504 1,486,928 1,431,842

１株当たり四半期純利益金額 円 284.49 263.78 ─

１株当たり当期純利益金額 円 ─ ─ 322.33

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 284.11 262.94 ─

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ─ ─ 321.84

自己資本比率 ％ 4.2 4.5 4.2
 

 

 
平成25年度第３四半期
連結会計期間

平成26年度第３四半期
連結会計期間

 
(自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日)

(自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 127.69 112.85
 

(注)１　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３　自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権）を（四半期）期末資産の

部の合計で除して算出しております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した当行グループ（当行及び連結子会

社）の事業等のリスクについて、重要な変更はありません。また、新たに発生した事業等のリスクに係る事項はあり

ません。

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

業績の状況

①経営成績

　当第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日～平成26年12月31日）の経常収益は、有価証券利息が増加したも

のの、貸出金の利回りの低下に伴い貸出金利息が減少したことにより、前第３四半期連結累計期間比509百万円減少

して18,406百万円となりました。

　経常費用は、営業経費が増加したことなどにより、前第３四半期連結累計期間比126百万円増加して14,674百万円

となりました。

　この結果、経常利益は前第３四半期連結累計期間比636百万円減少の3,731百万円、四半期純利益は前第３四半期

連結累計期間比178百万円減少の2,255百万円となりました。

　セグメント毎の損益状況につきましては、「銀行業」の経常収益が貸出金利息の減少を主因に、前第３四半期連

結累計期間比465百万円減少して16,498百万円、セグメント利益である経常利益が、経常収益の減少や営業経費の増

加などにより、前第３四半期連結累計期間比632百万円減少して3,569百万円となりました。「リース業」の経常収

益が、売上高が減少したことなどから前第３四半期連結累計期間比35百万円減少して1,927百万円、セグメント利益

である経常利益が経常収益の減少に伴い、前第３四半期連結累計期間比８百万円減少して82百万円となりました。

「その他」の経常収益は、保証料収入の増加等により前第３四半期連結累計期間比28百万円増加して286百万円、セ

グメント利益である経常利益が経常収益の増加に伴い前第３四半期連結累計期間比９百万円増加して79百万円とな

りました。

②財政状態

　預金残高は、個人預金、法人預金及び公金預金が順調に増加し、前連結会計年度末比503億円増加して1兆3,948億

円となりました。

　貸出金残高は、個人ローンが順調に増加したものの、地方公共団体向け貸出等が減少したことなどから、前連結

会計年度末比132億円減少して、8,858億円となりました。

　有価証券残高については、国債及び社債を中心に安定収益確保に努めるとともに、市場の金利動向に留意しなが

ら慎重な資金運用を図りました結果、前連結会計年度末比292億円増加して4,386億円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

当第３四半期連結累計期間における資金運用収支は預金利息の減少などにより資金調達費用が減少したことか

ら前第３四半期連結累計期間比７百万円増加して12,661百万円、役務取引等収支は役務収益の減少及び役務費用

の増加により前第３四半期連結累計期間比39百万円減少して448百万円、その他業務収支は国債等債券売却益の増

加などにより前第３四半期連結累計期間比200百万円増加して488百万円となりました。

国内業務部門の資金運用収支は前第３四半期連結累計期間比12百万円増加して12,340百万円、役務取引等収支

は前第３四半期連結累計期間比39百万円減少して443百万円、その他業務収支は前第３四半期連結累計期間比197

百万円増加して468百万円となりました。

国際業務部門の資金運用収支は前第３四半期連結累計期間比６百万円減少して320百万円、役務取引等収支は前

第３四半期連結累計期間比変わらず４百万円、その他業務収支は前第３四半期連結累計期間比２百万円増加して

19百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 12,328 326 12,654

当第３四半期連結累計期間 12,340 320 12,661

　うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 13,089 358

30
13,417

当第３四半期連結累計期間 12,939 346
23

13,262

　うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 761 32

30
763

当第３四半期連結累計期間 598 25
23
601

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 482 4 487

当第３四半期連結累計期間 443 4 448

　うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 1,998 6 2,005

当第３四半期連結累計期間 1,972 6 1,979

　うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 1,515 2 1,517

当第３四半期連結累計期間 1,528 2 1,531

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 271 17 288

当第３四半期連結累計期間 468 19 488

　うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 1,948 17 1,965

当第３四半期連結累計期間 2,183 19 2,202

　うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 1,676 ― 1,676

当第３四半期連結累計期間 1,714 ― 1,714
 

(注)１　国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。ただし、円

建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。

２　資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。

３　資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（前第３四半期連結累計期間０百万円、当第３四半期連結累計期間

０百万円）を控除して表示しております。

　

EDINET提出書類

株式会社　北日本銀行(E03634)

四半期報告書

 4/20



 

国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結累計期間における役務取引等収益は、為替業務に係る受入手数料が減少したことなどから、

前第３四半期連結累計期間比26百万円減少して1,979百万円となりました。また、役務取引等費用はローン保証料

等の増加などにより、前第３四半期連結累計期間比14百万円増加して1,531百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 1,998 6 2,005

当第３四半期連結累計期間 1,972 6 1,979

　うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 450 ― 450

当第３四半期連結累計期間 436 ― 436

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 645 6 651

当第３四半期連結累計期間 630 6 637

　うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 2 ― 2

当第３四半期連結累計期間 3 ― 3

　うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 62 ― 62

当第３四半期連結累計期間 64 ― 64

　うち保護預り・貸金庫業務
前第３四半期連結累計期間 20 ― 20

当第３四半期連結累計期間 20 ― 20

　うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 10 0 10

当第３四半期連結累計期間 10 ― 10

　うち投資信託取扱業務
前第３四半期連結累計期間 231 ― 231

当第３四半期連結累計期間 293 ― 293

　うち保険窓販業務
前第３四半期連結累計期間 160 ― 160

当第３四半期連結累計期間 209 ― 209

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 1,515 2 1,517

当第３四半期連結累計期間 1,528 2 1,531

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 115 2 117

当第３四半期連結累計期間 113 2 115

　うちローン保証料等
前第３四半期連結累計期間 1,232 ― 1,232

当第３四半期連結累計期間 1,243 ― 1,243
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 1,356,734 1,044 1,357,779

当第３四半期連結会計期間 1,393,206 1,603 1,394,810

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 593,582 ― 593,582

当第３四半期連結会計期間 623,683 ― 623,683

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 759,560 ― 759,560

当第３四半期連結会計期間 766,662 ― 766,662

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 3,591 1,044 4,636

当第３四半期連結会計期間 2,860 1,603 4,463

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ―

総合計
前第３四半期連結会計期間 1,356,734 1,044 1,357,779

当第３四半期連結会計期間 1,393,206 1,603 1,394,810
 

(注) １　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２　定期性預金＝定期預金＋定期積金

　
国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(末残・構成比)

 

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

885,064 100.00 885,854 100.00

　製造業 55,200 6.24 52,056 5.88

　農業、林業 1,141 0.13 1,121 0.13

　漁業 671 0.08 1,098 0.12

　鉱業、採石業、砂利採取業 321 0.04 86 0.01

　建設業 31,996 3.61 29,731 3.35

　電気・ガス・熱供給・水道業 11,063 1.25 13,039 1.47

　情報通信業 2,510 0.28 1,121 0.13

　運輸業、郵便業 15,520 1.75 28,676 3.24

　卸売業、小売業 75,506 8.53 71,007 8.01

　金融業、保険業 53,434 6.04 48,363 5.46

　不動産業、物品賃貸業 66,614 7.53 74,663 8.43

　各種サービス業 111,922 12.64 110,582 12.48

　地方公共団体 136,531 15.43 128,696 14.53

　その他 322,628 36.45 325,608 36.76

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ─ ─ ─

　政府等 ― ― ― ―

　金融機関 ― ― ― ―

　その他 ― ― ― ―

合計 885,064 ― 885,854 ―
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000
 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,793,776 8,793,776
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であります。
なお、完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のない当行
における標準となる株式であり
ます。

計 8,793,776 8,793,776 ― ―
 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年12月31日 ─ 8,793 ─ 7,761 ─ 4,989
 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

―

単元株式数は100株であります。
なお、権利内容に何ら限定のない当
行における標準となる株式でありま
す。普通株式 241,900

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,478,500 84,785 同上

単元未満株式 普通株式 73,376 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 8,793,776 ― ―

総株主の議決権 ― 84,785 ―
 

(注)１　上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株含まれておりま

す。また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が１個含まれております。

２　単元未満株式には当行所有の自己株式62株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社北日本銀行

岩手県盛岡市
中央通一丁目６番７号

241,900 ─ 241,900 2.75

計 ― 241,900 ─ 241,900 2.75
 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役東京支店長
兼東京事務所長

取締役本店営業部長 藤田　克弘 平成26年10月1日
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第４ 【経理の状況】

 

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭

和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

 

２　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成26年10月１日　至平

成26年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）に係る四半期連結財務

諸表について、北光監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 現金預け金 75,718 118,898

 コールローン及び買入手形 20,140 15,575

 買入金銭債権 963 610

 商品有価証券 110 150

 金銭の信託 1,376 600

 有価証券 409,409 438,675

 貸出金 ※1  899,146 ※1  885,854

 外国為替 413 453

 リース債権及びリース投資資産 5,453 6,028

 その他資産 3,753 4,524

 有形固定資産 17,033 17,081

 無形固定資産 459 451

 繰延税金資産 1,850 90

 支払承諾見返 6,030 6,795

 貸倒引当金 △10,019 △8,862

 資産の部合計 1,431,842 1,486,928

負債の部   

 預金 1,344,478 1,394,810

 借用金 581 663

 社債 6,000 6,000

 その他負債 8,936 5,852

 賞与引当金 352 93

 役員賞与引当金 20 -

 退職給付に係る負債 2,061 2,236

 役員退職慰労引当金 6 6

 睡眠預金払戻損失引当金 76 82

 ポイント引当金 7 7

 繰延税金負債 - 754

 再評価に係る繰延税金負債 2,856 2,822

 支払承諾 6,030 6,795

 負債の部合計 1,371,408 1,420,124

純資産の部   

 資本金 7,761 7,761

 資本剰余金 4,989 4,989

 利益剰余金 38,315 39,700

 自己株式 △786 △787

 株主資本合計 50,279 51,663

 その他有価証券評価差額金 5,638 10,572

 土地再評価差額金 5,001 4,938

 退職給付に係る調整累計額 △521 △445

 その他の包括利益累計額合計 10,117 15,066

 新株予約権 37 74

 純資産の部合計 60,434 66,804

負債及び純資産の部合計 1,431,842 1,486,928
 

EDINET提出書類

株式会社　北日本銀行(E03634)

四半期報告書

10/20



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

経常収益 18,915 18,406

 資金運用収益 13,417 13,262

  （うち貸出金利息） 10,999 10,418

  （うち有価証券利息配当金） 2,322 2,765

 役務取引等収益 2,005 1,979

 その他業務収益 1,965 2,202

 その他経常収益 ※1  1,527 ※1  960

経常費用 14,548 14,674

 資金調達費用 764 601

  （うち預金利息） 642 515

 役務取引等費用 1,517 1,531

 その他業務費用 1,676 1,714

 営業経費 9,985 10,394

 その他経常費用 ※2  604 ※2  432

経常利益 4,367 3,731

特別利益 11 0

 固定資産処分益 0 0

 その他の特別利益 ※3  11 -

特別損失 220 179

 固定資産処分損 40 42

 減損損失 179 136

税金等調整前四半期純利益 4,157 3,552

法人税、住民税及び事業税 1,724 1,296

法人税等合計 1,724 1,296

少数株主損益調整前四半期純利益 2,433 2,255

四半期純利益 2,433 2,255
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,433 2,255

その他の包括利益 482 5,010

 その他有価証券評価差額金 482 4,933

 退職給付に係る調整額 - 76

四半期包括利益 2,915 7,266

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,915 7,266
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【注記事項】

（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下、

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を退職給付の

支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しておりま

す。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が648百万円増加し、利益剰余金が419百万

円減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ21

百万円増加しております。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

税金費用の処理

当行及び連結子会社の税金費用は、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより

算定しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

　 前連結会計年度 当第３四半期連結会計期間

　 （平成26年３月31日） （平成26年12月31日）

破綻先債権額 733 百万円 855 百万円

延滞債権額 27,048 百万円 23,488 百万円

３ヵ月以上延滞債権額 194 百万円 139 百万円

貸出条件緩和債権額 119 百万円 209 百万円

合計額 28,096 百万円 24,692 百万円
 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

　 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

　 （自 平成25年４月１日 （自 平成26年４月１日

 至 平成25年12月31日） 至 平成26年12月31日）

貸倒引当金戻入益 662 百万円 100 百万円

償却債権取立益 236 百万円 145 百万円
 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

　 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

　 （自 平成25年４月１日 （自 平成26年４月１日

 至 平成25年12月31日） 至 平成26年12月31日）

貸出金償却 94 百万円 133 百万円
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※３．その他の特別利益は、次のとおりであります。

　 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

　 （自 平成25年４月１日 （自 平成26年４月１日

 至 平成25年12月31日） 至 平成26年12月31日）

新株予約権戻入益 11 百万円 ― 百万円
 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

　 （自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 551 百万円 571 百万円
 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月1日　至　平成25年12月31日）

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日
定時株主総会

普通株式 256 30 平成25年３月31日 平成25年６月24日
その他利益
剰余金

平成25年11月12日
取締役会

普通株式 256 30 平成25年９月30日 平成25年12月６日
その他利益
剰余金

 

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月1日　至　平成26年12月31日）

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 256 30 平成26年３月31日 平成26年６月25日
その他利益
剰余金

平成26年11月11日
取締役会

普通株式 256 30 平成26年９月30日 平成26年12月５日
その他利益
剰余金

 

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント その他

合計
銀行業 リース業 計 （注）２

経常収益      

　外部顧客に対する経常収益 16,899 1,865 18,764 151 18,915

　セグメント間の内部経常収益 64 97 162 107 269

計 16,963 1,962 18,926 258 19,185

セグメント利益 4,201 90 4,292 70 4,363
 

（注）１　一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クレジットカード業であります。

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調

整に関する事項)

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 4,292

「その他」の区分の利益 70

セグメント間取引消去 3

四半期連結損益計算書の経常利益 4,367
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

銀行業セグメントにおいて、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等に

より、投資額の回収が見込めなくなった資産について、減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、179百万円であります。

 
（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　
（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント その他

合計
銀行業 リース業 計 （注）２

経常収益      

　外部顧客に対する経常収益 16,433 1,844 18,278 127 18,406

　セグメント間の内部経常収益 64 83 147 158 305

計 16,498 1,927 18,425 286 18,711

セグメント利益 3,569 82 3,652 79 3,731
 

（注）１　一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クレジットカード業であります。

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調

整に関する事項)

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 3,652

「その他」の区分の利益 79

セグメント間取引消去 △0

四半期連結損益計算書の経常利益 3,731
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

銀行業セグメントにおいて、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等に

より、投資額の回収が見込めなくなった資産について、減損損失を計上しております。

　なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、136百万円であります。　

　
（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　
（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（有価証券関係）

※１　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるも

のは、次のとおりであります。

※２　四半期連結貸借対照表の「有価証券」について記載しております。

 
　その他有価証券

　　前連結会計年度（平成26年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 10,024 11,615 1,590

債券 338,410 343,948 5,537

国債 188,226 191,110 2,884

地方債 53,358 54,504 1,145

社債 96,826 98,334 1,507

その他 51,330 52,908 1,577

合計 399,766 408,472 8,706
 

　
　　当第３四半期連結会計期間（平成26年12月31日）

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 11,968 15,483 3,515

債券 327,032 335,006 7,973

国債 157,639 161,527 3,888

地方債 62,773 64,627 1,854

社債 106,620 108,851 2,230

その他 82,348 87,200 4,851

合計 421,349 437,690 16,341
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 円 284.49 263.78

（算定上の基礎）    

四半期純利益 百万円 2,433 2,255

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る四半期純利益 百万円 2,433 2,255

普通株式の期中平均株式数 千株 8,552 8,551

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額
円 284.11 262.94

（算定上の基礎）    

四半期純利益調整額 百万円 ― ―

普通株式増加額 千株 11 27

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式で、前連結会計年度末から重
要な変動があったものの概要

 該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２ 【その他】

中間配当

平成26年11月11日開催の取締役会において、第111期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額 256百万円

１株当たりの中間配当額 30円00銭

支払請求の効力発生日および支払開始日 平成26年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月９日

株式会社北日本銀行

取締役会　御中

 

北光監査法人
 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　遠　藤　明　哲　　印

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　下　田　栄　行　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社北日本

銀行の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社北日本銀行及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

 

※１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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